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(エ)解説

委任契約が委任者の利益のみなら
ず受任者の利益のためにも締結さ
れた場合において、やむを得ない
事由があるときは、委任者において
委任契約を解除することができ、更
に、やむを得ない事由がない場合
であっても委任者が委任契約の解
除権自体を放棄したものとは解さ
れない事情があるときは、委任者
は、受任者に生じた損害を賠償す
ることで、委任契約を解除すること
ができる（最判昭 56.1.19、651Ⅰ・
Ⅱ②）。したがって、やむを得ない
事由がない場合において、委任者
が委任契約の解除権自体を放棄し
たものとは解されない事情がないと
きは、委任者は、契約を解除するこ
とができない。

委任は、各当事者がいつでもその
解除をすることができる（651Ⅰ）。
そして、民法651条1項の規定によ
り委任の解除をした者は、委任者
が受任者の利益（専ら報酬を得るこ
とによるものを除く。）をも目的とす
る委任を解除した場合には、やむ
を得ない事由があったときを除き、
相手方の損害を賠償しなければな
らない（651Ⅱ②）。
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(5)正誤
(5)　誤 (5)　正 24/5
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